[image: image1.jpg]ZRADEITRKA

AR = =r-3
5 T8 78 A 4 cl: 3 29T





継続的役務提供契約書（家庭教師派遣サービス契約書）【当社保存用】
甲と乙とは、以下のとおり家庭教師派遣サービス（以下「本サービス」という）の継続的役務提供について契約し、互いにこれを遵守履行することを誓約する。
ご契約者（乙）情報（必ずご記入して下さい）
	契約者（乙）
	性別
	男　　　 　　　　　女

	氏名ふりがな
	
	

	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
	生年月日
	Ｓ ・ Ｈ　　　年　　　　月　　　　日生

	ご契約者住　所
	（〒　　　　－　　　　　　　）
　　　　都　　　　　　　　　　　　市町
　　　　県　　　　　　　　　　　　区村

	連絡先
	自宅TEL（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　
自宅FAX（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　
携帯TEL（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　

	勤務先名
	
	ＴＥＬ：

	生徒（受講者）
	性別
	男　　　 　　　　　女

	氏名ふりがな
	学校名
	小　中　高　　　　年生　

	氏　名
	生年月日
	Ｓ ・ Ｈ　　　年　　　　月　　　　日生


第１条（契約の成立）
　乙は本契約書記載の内容を承諾の上、甲の提供する本サービスの申込を行い、甲は乙の申し込みを承諾する。
第２条（本サービスの提供場所および内容）
（1） 甲は乙に対し、以下の役務の提供を行う。役務提供の方法は、甲が定める下記指導コースの中より乙が選択するコースを、甲が乙の住所に家庭教師を派遣することにより実施する。
<お申し込み内容>　指導コースを○で囲んで下さい（カッコ内は１時あたりの指導料金です）　
	入会金
	円
	

	指導コース
（カッコ内は１時あたりの指導料金です）
	Aコース

（●●●●円）
	Bコース

（●●●●円）
	Cコース

（●●●●円）

	
	Dコース

（●●●●円）
	Eコース
（●●●●円）
	Fコース
（●●●●円）

	
	コース
（　　　　　円）
	
	

	指導期間
	平成　　年　　月　　日より
	翌年１月末日まで（１年間）
	…自動延長となります。

	指導回数
	１ヶ月　　　回
	　　　　　　　　　　　　ヶ月間
	合計　　　　回

	指導料単価
	１回あたり　　　　分
	１回あたり　　　　　　　　　円
	　

	教材費
	　
	　
	　


（2） 甲は、あらかじめ乙および生徒の希望を聴取し、指導カルテを作成し、選抜・研修・講師指導を終了した家庭教師（以下「講師」という）を専任する。
（3） 甲は、担当講師とともに、乙及び生徒が、希望する目標を達成できるよう、努めなければならない。
（4） 毎月末に、担当講師が「指導報告書（講師用）」を乙に提出するものとし、乙は、内容を確認の都度、署名捺印をして担当講師に返すものとする。
（5） 乙は、甲への要望がある場合には、随時、「要望書（家庭用）」を甲へＦＡＸ送信することが出来るものとする。

第３条（契約期間）
　本契約の期間は、本書面の締結日より１箇年とする。契約の期限を経過し、役務残がある場合は、甲乙協議の上で契約期間の延長ができるものとする。

　また、契約満了日１ヶ月前までに解約の申し出が無い場合には、受験終了まで本契約は自動延長するものとする。
第４条（入会金）
入会金は、第１５条のクーリングオフによる解約の場合を除き、理由の如何を問わず、返還を求めることが出来ない。
ただし、休会・退会後に生徒本人が再度当会の家庭教師による指導を受ける場合、または、生徒本人の兄弟姉妹が当会に入会する場合には、入会金を免除するものとする。

第５条（役務提供対価の支払い）

（1） 毎授業後、担当講師が乙に提出する「指導時間計算書」の確認欄に乙が押印されることにより、指導料金の発生が確定するものとし、甲は、乙に対し、１時間当たりの指導料金に指導時間数（講師による学習相談時間含む）を乗じた額を指導翌月７日前後に郵送にて請求するものとする。

（2） 乙は、請求書記載の支払期日までに、甲指定の銀行口座へ振込送金の方法により支払うものとする。
支払いにかかる費用（振込手数料）は、乙が負担するものとする。
（3） 乙が月度料金の支払いを怠るときは、甲は本サービスの提供を停止することができる。
ただし、その場合も、乙は、その支払い義務を免れるものではない。

（4） 「指導時間計算書」に不明点・不都合がある場合には、乙は、確認欄に押印せずに、甲へ連絡しなければならない。

（5） 契約上の所定指導回数を超えた追加指導分が生じた場合は、当該指導月の指導料金と加算して請求するものとし、契約上の所定指導回数に不足が生じた場合は、不足分を翌月に繰り越して対応するものとする。但し、繰越は１ヶ月に限定され、繰越期間が２ヶ月目となった場合は、その不足分の指導は消滅するものとする。
第６条（教材）

市販されている教材を使用する必要がある場合には、あらかじめ甲が選択し、乙の同意を得て購入するものとし、家庭教師用と生徒用の費用実費を、甲が負担するものとする。

第７条（派遣教師の交通費）

派遣家庭教師の交通費については、甲の営業所を起点とした公共交通機関の実費を乙が負担するものとする。但し、派遣家庭教師が徒歩もしくは自転車で通勤する場合は、交通費の請求は無いものとする。

第８条（派遣教師の人選および交代）

甲は乙の希望に基づき家庭教師の人選を行うものとする。但し、同一の家庭教師による長期継続的指導を確約するものではない。

乙は、担当家庭教師の変更を希望するときは、甲に変更の申し出を行うことが出来るものとする。

甲は乙及び生徒と相談の上、担当家庭教師の変更を行うものとする。但し、家庭教師の事情により乙の希望に沿えない場合は、甲がその旨を乙に通知するものとする。

第９条（サービス提供の範囲）

甲が提供するサービスの範囲は第２条に記載する役務提供内容の範囲に限定するものとする。

第１０条（指導日時の変更と指導回数）

乙の都合による指導日時の中止・変更は、指導日の前日２１時までに乙が直接担当講師に直接連絡することとし、連絡なく指導が中止になった場合は、指導の有無に関わらず指導料金が発生するものとする。

担当講師の都合による場合には、代替の担当講師によりサービスを提供、もしくは、担当講師により無償で振替指導を行うものとする。

第１１条（通知義務）

乙が担当家庭教師の勤務態度もしくは指導内容に疑義があるときは、速やかにその内容を甲に通知するものとする。また、乙が旅行等の理由で指導を休むことを希望するときは、その３日以前に甲へ通知するものとする。

乙が住所、電話番号等に変更が生じるときは、その変更内容を遅滞無く甲へ通知するものとする。

第１２条（著作権等）

甲が提供する指導ノウハウや学習教材については、著作権法上の第１８条から第２８条までの著作権者としての全ての権利が甲に存することを確認し、乙はその権利侵害をしないことを誓約する。

第１３条（秘密保持および個人情報保護）

甲および乙は、本契約により知り得た相手方の秘密を、本契約に定める目的以外に第三者に漏洩し、利用してはならないものとする。これは本契約終了後も同様とする。
　甲は乙の個人情報については厳重に管理し、これを外部に漏洩してはならない。

第１４条（権利の質入及び譲渡）

乙は、本契約において保有する権利および義務の全部または一部を、甲の書面による事前の承諾なく第三者に譲渡及び質入することができない。

第１５条（クーリングオフ）
　契約者（乙）は契約書を受け取った日から８日間は、契約解除の意思を甲に対して書面で発送することにより、本契約の解除ができる。この場合には、解約損料等の契約者（乙）の負担は無い。
　また、甲の責によりクーリングオフ妨害があった場合は、乙の誤認や困惑が解消するまで、契約解除の期間が延長される。この場合は、経済産業省令で定められた契約が解除できる旨を記載した書面を、甲が発行して乙が受領した日から８日間は、契約解除ができる。

商品の引渡しがすでにされているときは、その引取りに要する費用は甲の負担とする。 

クーリングオフによる契約の解除は、乙が契約を解除する旨を記載した書面を、甲宛てに発信した時に、その効力が発生するものとする。
第１６条（中途解約および休止）
　第１５条に定める期間を経過した場合でも、乙は書面により甲に申し出をすることにより本契約を中途解約または休止することが出来るものとする。解約の場合には、乙は商品および役務の提供実施済分の金額と解約損料を加算した金額の負担をするものとする。
第１７条（中途解約の清算）
　乙が第１６条により契約を解除した場合は、甲はすでに受領した金額のうち、下記算式によって計算された精算金を、契約解除の日から１ヶ月以内に乙指定の銀行口座に送金して返還するものとする。但し、精算金がマイナスとなる場合は、乙は甲に対しその不足分を支払うものとする。
｛算式｝
　精算金　＝　支払い総額　－　（１回あたりの指導料×利用回数）　－　解約損料　
　　　　　　　－　提供教材の料金　－　振込手数料
※解約損料については次のとおりとする。

（1） 指導開始前の場合は、２０，０００円（通常要する費用の額）とする。

（2） 始動開始後の場合は、５０，０００円、もしくは当該提供役務における１ヵ月分の指導料のいずれか低い金額。

　契約期間が満了し、甲のサービス提供義務も終えた以後については、指導料などの乙の支払い総額につき、乙は甲に対し返還請求はできないものとする。

第１８条（本サービスの効果）
　指導の効果については個人差があり、本サービスはその効果を確約する性質ではないことを乙は承諾するものとする。

第１９条（個人契約の禁止）

乙及びその家族は、甲の許可なく、指導契約期間終了後または指導契約期間中、甲が派遣した講師およびその紹介による講師との間で直接の指導ないし契約をしてはならない。

これに違反した場合は、乙は、甲に対して、違約金として、指導料金３ヶ月分相当額を支払わなければならない。
第２０条（契約解除）

甲および乙は、相手方に次の各号の一に該当する事由が生じたときは、相手方に通知することなく本契約を直ちに解除することができる。

（1） 正当な事由なく相手方が本契約に違反したとき

（2） 差押え、仮差押え、仮処分、公租公課の滞納処分、その他公権力の処分を受け、または整理、会社更生手続及び民事再生手続の開始、破産もしくは競売を申し立てられ、または自ら、整理、会社更生手続、民事再生手続の開始もしくは破産申立てをしたとき、または第三者からこれらの申立てがなされたとき

（3） 資本減少、営業の廃止もしくは変更、または解散の決議をしたとき

（4） その他相手方に前各号に準ずる信用の悪化と認められる事実が発生したとき
（5） 甲または乙が暴力団関係者を関与させ、またはこれらの者の出入りを許容したとき。
第２１条（損害賠償）

甲および乙は、債務不履行等により相手方より損害を被った場合は、その損害賠償請求を行うことができる。但し、その損害賠償の金額については本契約により乙が支払いをした金額と同額を上限とする。

第２２条（事故対応及び不可抗力）

甲および乙は、天災地変その他甲または乙に起因しない事由により本契約上の義務履行に支障をきたすおそれがある事故の発生を知った場合には、直ちに相手方に通知し、その対策につき協議し、その取り扱いを決定するものとする。
以下に定める不可抗力に起因して遅滞もしくは不履行となったときは、甲乙双方本契約の違反とせず、その責を負わないものとする。
（１）　自然災害

（２）　伝染病

（３）　戦争及び内乱

（４）　革命及び国家の分裂

（５）　暴動

（６）　火災及び爆発

（７）　洪水

（８）　ストライキ及び労働争議

（９）　政府機関による法改正

（10）　その他前各号に準ずる非常事態

　前項の事態が発生したときは、被害に遭った当事者は、相手方に直ちに不可抗力の発生の旨を伝え、予想される継続期間を通知しなければならない。

　不可抗力が９０日以上継続した場合は、甲および乙は、相手方に対する書面による通知にて本契約を解除することができる。

第２３条（協議）
　本契約に定める事項について疑義が生じたときは、民法および特定商取引法等の日本国内法に基づいて甲乙協議の上、解決するものとする。
第２４条（合意管轄裁判所）
　甲と乙は、本契約について紛争が生じるときは、甲の本店所在地の裁判所を第一審の専属裁判所とすることに合意する。
　　　平成　　年　　月　　日

役務提供者（甲）　株式会社●●●●
　　　　　　　　　　　　〒XXX-XXXX 東京都●●区●●町●－●－●　●●ビル●F
　　　　　　　　　　　　代表者　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　（印）

　　　　　　　　　　　　担当者　　

契約の概要に関する上記記載の内容について説明を受け、本書面の写しを確かに受領しました。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お客様（乙）ご署名　　　　　　　　　　　　（印）
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継続的役務提供契約書（家庭教師派遣サービス契約書）【EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(・・・),ご家庭)保存用】
甲と乙とは、以下のとおり家庭教師派遣サービス（以下「本サービス」という）の継続的役務提供について契約し、互いにこれを遵守履行することを誓約する。
ご契約者（乙）情報（必ずご記入して下さい）
	契約者（乙）
	性別
	男　　　 　　　　　女

	氏名ふりがな
	
	

	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
	生年月日
	Ｓ ・ Ｈ　　　年　　　　月　　　　日生

	ご契約者住　所
	（〒　　　　－　　　　　　　）
　　　　都　　　　　　　　　　　　市町
　　　　県　　　　　　　　　　　　区村

	連絡先
	自宅TEL（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　
自宅FAX（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　
携帯TEL（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　

	勤務先名
	
	ＴＥＬ：

	生徒（受講者）
	性別
	男　　　 　　　　　女

	氏名ふりがな
	学校名
	小　中　高　　　　年生　

	氏　名
	生年月日
	Ｓ ・ Ｈ　　　年　　　　月　　　　日生


第１条（契約の成立）
　乙は本契約書記載の内容を承諾の上、甲の提供する本サービスの申込を行い、甲は乙の申し込みを承諾する。
第２条（本サービスの提供場所および内容）
（1） 甲は乙に対し、以下の役務の提供を行う。役務提供の方法は、甲が定める下記指導コースの中より乙が選択するコースを、甲が乙の住所に家庭教師を派遣することにより実施する。

<お申し込み内容>　指導コースを○で囲んで下さい（カッコ内は１時あたりの指導料金です）　

	入会金
	円
	

	指導コース
（カッコ内は１時あたりの指導料金です）
	Aコース

（●●●●円）
	Bコース

（●●●●円）
	Cコース

（●●●●円）

	
	Dコース

（●●●●円）
	Eコース
（●●●●円）
	Fコース
（●●●●円）

	
	コース
（　　　　　円）
	
	

	指導期間
	平成　　年　　月　　日より
	翌年１月末日まで（１年間）
	…自動延長となります。

	指導回数
	１ヶ月　　　回
	　　　　　　　　　　　　ヶ月間
	合計　　　　回

	指導料単価
	１回あたり　　　　分
	１回あたり　　　　　　　　　円
	　

	教材費
	　
	　
	　


（2） 甲は、あらかじめ乙および生徒の希望を聴取し、指導カルテを作成し、選抜・研修・講師指導を終了した家庭教師（以下「講師」という）を専任する。
（3） 甲は、担当講師とともに、乙及び生徒が、希望する目標を達成できるよう、努めなければならない。
（4） 毎月末に、担当講師が「指導報告書（講師用）」を乙に提出するものとし、乙は、内容を確認の都度、署名捺印をして担当講師に返すものとする。

（5） 乙は、甲への要望がある場合には、随時、「要望書（家庭用）」を甲へＦＡＸ送信することが出来るものとする。

第３条（契約期間）
　本契約の期間は、本書面の締結日より１箇年とする。契約の期限を経過し、役務残がある場合は、甲乙協議の上で契約期間の延長ができるものとする。

　また、契約満了日１ヶ月前までに解約の申し出が無い場合には、受験終了まで本契約は自動延長するものとする。
第４条（入会金）
入会金は、第１５条のクーリングオフによる解約の場合を除き、理由の如何を問わず、返還を求めることが出来ない。
ただし、休会・退会後に生徒本人が再度当会の家庭教師による指導を受ける場合、または、生徒本人の兄弟姉妹が当会に入会する場合には、入会金を免除するものとする。

第５条（役務提供対価の支払い）

（1） 毎授業後、担当講師が乙に提出する「指導時間計算書」の確認欄に乙が押印されることにより、指導料金の発生が確定するものとし、甲は、乙に対し、１時間当たりの指導料金に指導時間数（講師による学習相談時間含む）を乗じた額を指導翌月７日前後に郵送にて請求するものとする。

（2） 乙は、請求書記載の支払期日までに、甲指定の銀行口座へ振込送金の方法により支払うものとする。
支払いにかかる費用（振込手数料）は、乙が負担するものとする。

（3） 乙が月度料金の支払いを怠るときは、甲は本サービスの提供を停止することができる。
ただし、その場合も、乙は、その支払い義務を免れるものではない。

（4） 「指導時間計算書」に不明点・不都合がある場合には、乙は、確認欄に押印せずに、甲へ連絡しなければならない。

（5） 契約上の所定指導回数を超えた追加指導分が生じた場合は、当該指導月の指導料金と加算して請求するものとし、契約上の所定指導回数に不足が生じた場合は、不足分を翌月に繰り越して対応するものとする。但し、繰越は１ヶ月に限定され、繰越期間が２ヶ月目となった場合は、その不足分の指導は消滅するものとする。
第６条（教材）

市販されている教材を使用する必要がある場合には、あらかじめ甲が選択し、乙の同意を得て購入するものとし、家庭教師用と生徒用の費用実費を、甲が負担するものとする。

第７条（派遣教師の交通費）

派遣家庭教師の交通費については、甲の営業所を起点とした公共交通機関の実費を乙が負担するものとする。但し、派遣家庭教師が徒歩もしくは自転車で通勤する場合は、交通費の請求は無いものとする。

第８条（派遣教師の人選および交代）

甲は乙の希望に基づき家庭教師の人選を行うものとする。但し、同一の家庭教師による長期継続的指導を確約するものではない。

乙は、担当家庭教師の変更を希望するときは、甲に変更の申し出を行うことが出来るものとする。

甲は乙及び生徒と相談の上、担当家庭教師の変更を行うものとする。但し、家庭教師の事情により乙の希望に沿えない場合は、甲がその旨を乙に通知するものとする。

第９条（サービス提供の範囲）

甲が提供するサービスの範囲は第２条に記載する役務提供内容の範囲に限定するものとする。

第１０条（指導日時の変更と指導回数）

乙の都合による指導日時の中止・変更は、指導日の前日２１時までに乙が直接担当講師に直接連絡することとし、連絡なく指導が中止になった場合は、指導の有無に関わらず指導料金が発生するものとする。

担当講師の都合による場合には、代替の担当講師によりサービスを提供、もしくは、担当講師により無償で振替指導を行うものとする。

第１１条（通知義務）

乙が担当家庭教師の勤務態度もしくは指導内容に疑義があるときは、速やかにその内容を甲に通知するものとする。また、乙が旅行等の理由で指導を休むことを希望するときは、その３日以前に甲へ通知するものとする。

乙が住所、電話番号等に変更が生じるときは、その変更内容を遅滞無く甲へ通知するものとする。

第１２条（著作権等）

甲が提供する指導ノウハウや学習教材については、著作権法上の第１８条から第２８条までの著作権者としての全ての権利が甲に存することを確認し、乙はその権利侵害をしないことを誓約する。

第１３条（秘密保持および個人情報保護）

甲および乙は、本契約により知り得た相手方の秘密を、本契約に定める目的以外に第三者に漏洩し、利用してはならないものとする。これは本契約終了後も同様とする。
　甲は乙の個人情報については厳重に管理し、これを外部に漏洩してはならない。

第１４条（権利の質入及び譲渡）

乙は、本契約において保有する権利および義務の全部または一部を、甲の書面による事前の承諾なく第三者に譲渡及び質入することができない。

第１５条（クーリングオフ）
　契約者（乙）は契約書を受け取った日から８日間は、契約解除の意思を甲に対して書面で発送することにより、本契約の解除ができる。この場合には、解約損料等の契約者（乙）の負担は無い。
　また、甲の責によりクーリングオフ妨害があった場合は、乙の誤認や困惑が解消するまで、契約解除の期間が延長される。この場合は、経済産業省令で定められた契約が解除できる旨を記載した書面を、甲が発行して乙が受領した日から８日間は、契約解除ができる。

商品の引渡しがすでにされているときは、その引取りに要する費用は甲の負担とする。 

クーリングオフによる契約の解除は、乙が契約を解除する旨を記載した書面を、甲宛てに発信した時に、その効力が発生するものとする。
第１６条（中途解約および休止）
　第１５条に定める期間を経過した場合でも、乙は書面により甲に申し出をすることにより本契約を中途解約または休止することが出来るものとする。解約の場合には、乙は商品および役務の提供実施済分の金額と解約損料を加算した金額の負担をするものとする。
第１７条（中途解約の清算）
　乙が第１６条により契約を解除した場合は、甲はすでに受領した金額のうち、下記算式によって計算された精算金を、契約解除の日から１ヶ月以内に乙指定の銀行口座に送金して返還するものとする。但し、精算金がマイナスとなる場合は、乙は甲に対しその不足分を支払うものとする。
｛算式｝
　精算金　＝　支払い総額　－　（１回あたりの指導料×利用回数）　－　解約損料　
　　　　　　　－　提供教材の料金　－　振込手数料
※解約損料については次のとおりとする。

（1） 指導開始前の場合は、２０，０００円（通常要する費用の額）とする。

（2） 始動開始後の場合は、５０，０００円、もしくは当該提供役務における１ヵ月分の指導料のいずれか低い金額。

　契約期間が満了し、甲のサービス提供義務も終えた以後については、指導料などの乙の支払い総額につき、乙は甲に対し返還請求はできないものとする。

第１８条（本サービスの効果）
　指導の効果については個人差があり、本サービスはその効果を確約する性質ではないことを乙は承諾するものとする。

第１９条（個人契約の禁止）

乙及びその家族は、甲の許可なく、指導契約期間終了後または指導契約期間中、甲が派遣した講師およびその紹介による講師との間で直接の指導ないし契約をしてはならない。

これに違反した場合は、乙は、甲に対して、違約金として、指導料金３ヶ月分相当額を支払わなければならない。
第２０条（契約解除）

甲および乙は、相手方に次の各号の一に該当する事由が生じたときは、相手方に通知することなく本契約を直ちに解除することができる。

（1） 正当な事由なく相手方が本契約に違反したとき

（2） 差押え、仮差押え、仮処分、公租公課の滞納処分、その他公権力の処分を受け、または整理、会社更生手続及び民事再生手続の開始、破産もしくは競売を申し立てられ、または自ら、整理、会社更生手続、民事再生手続の開始もしくは破産申立てをしたとき、または第三者からこれらの申立てがなされたとき

（3） 資本減少、営業の廃止もしくは変更、または解散の決議をしたとき

（4） その他相手方に前各号に準ずる信用の悪化と認められる事実が発生したとき

（5） 甲または乙が暴力団関係者を関与させ、またはこれらの者の出入りを許容したとき。
第２１条（損害賠償）

甲および乙は、債務不履行等により相手方より損害を被った場合は、その損害賠償請求を行うことができる。但し、その損害賠償の金額については本契約により乙が支払いをした金額と同額を上限とする。

第２２条（事故対応及び不可抗力）

甲および乙は、天災地変その他甲または乙に起因しない事由により本契約上の義務履行に支障をきたすおそれがある事故の発生を知った場合には、直ちに相手方に通知し、その対策につき協議し、その取り扱いを決定するものとする。
以下に定める不可抗力に起因して遅滞もしくは不履行となったときは、甲乙双方本契約の違反とせず、その責を負わないものとする。
（１）　自然災害

（２）　伝染病

（３）　戦争及び内乱

（４）　革命及び国家の分裂

（５）　暴動

（６）　火災及び爆発

（７）　洪水

（８）　ストライキ及び労働争議

（９）　政府機関による法改正

（10）　その他前各号に準ずる非常事態

　前項の事態が発生したときは、被害に遭った当事者は、相手方に直ちに不可抗力の発生の旨を伝え、予想される継続期間を通知しなければならない。

　不可抗力が９０日以上継続した場合は、甲および乙は、相手方に対する書面による通知にて本契約を解除することができる。

第２３条（協議）
　本契約に定める事項について疑義が生じたときは、民法および特定商取引法等の日本国内法に基づいて甲乙協議の上、解決するものとする。
第２４条（合意管轄裁判所）
　甲と乙は、本契約について紛争が生じるときは、甲の本店所在地の裁判所を第一審の専属裁判所とすることに合意する。
　　　平成　　年　　月　　日

役務提供者（甲）　株式会社　中学受験ドクター

　　　　　　　　　　　　〒151-0053 東京都渋谷区代々木1-43-7 SKビル1F
　　　　　　　　　　　　代表者　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　（印）

　　　　　　　　　　　　担当者　　

この書面は特定商取引法に定められる概要書面です。

契約内容の概要を事前に開示することが目的の書面であり、契約書ではありません。

本書面の内容をよくお読み下さい。

お申込にあたって（概要書面）

　この度は本契約のご検討を頂きまして誠にありがとうございます。契約に際しては、以下の項目をご一読頂くようお願い致します。ご不明な点は、遠慮なく担当者にお尋ね下さい。

　以下の項目はご契約にあたっての確認事項となりますので、内容説明を受けられた後で署名欄にご署名の上、必ず本書面をお受け取りくださるようお願い致します。尚、本契約の締結には、別紙の契約書にご署名と押印を頂くことが必要となりますのでご了承下さい。

　以下、幣社を甲、お客様を乙と表記致します。

第１条（契約の成立）
　本契約は、別紙の継続的役務提供契約書を締結することで成立する。
　乙が未成年の場合は、親権者の同意が必要となるので、親権者の同意を確認した上で本契約の成立とする。（契約書に親権者の同意書を添付するものとする。）
第２条（本サービスの提供場所および内容）
（1） 甲は乙に対し、以下の役務の提供を行う。役務提供の方法は、甲が定める下記指導コースの中より乙が選択するコースを、甲が乙の住所に家庭教師を派遣することにより実施する。

<お申し込み内容>　指導コースを○で囲んで下さい（カッコ内は１時あたりの指導料金です）　

	入会金
	円
	

	指導コース
（カッコ内は１時あたりの指導料金です）
	Aコース

（●●●●円）
	Bコース

（●●●●円）
	Cコース

（●●●●円）

	
	Dコース

（●●●●円）
	Eコース
（●●●●円）
	Fコース
（●●●●円）

	
	コース
（　　　　　円）
	
	

	指導期間
	平成　　年　　月　　日より
	翌年１月末日まで（１年間）
	…自動延長となります。

	指導回数
	１ヶ月　　　回
	　　　　　　　　　　　　ヶ月間
	合計　　　　回

	指導料単価
	１回あたり　　　　分
	１回あたり　　　　　　　　　円
	　

	教材費
	　
	　
	　


（2） 甲は、あらかじめ乙および生徒の希望を聴取し、指導カルテを作成し、選抜・研修・講師指導を終了した家庭教師（以下「講師」という）を専任する。
（3） 甲は、担当講師とともに、乙及び生徒が、希望する目標を達成できるよう、努めなければならない。
（4） 毎月末に、担当講師が「指導報告書（講師用）」を乙に提出するものとし、乙は、内容を確認の都度、署名捺印をして担当講師に返すものとする。

（5） 乙は、甲への要望がある場合には、随時、「要望書（家庭用）」を甲へＦＡＸ送信することが出来るものとする。

第３条（契約期間）
　本契約の契約期間は、本書面の締結日より１箇年とする。契約の期限を経過し、役務残がある場合は、甲乙協議の上で契約期間の延長ができるものとする。

　また、契約満了日１ヶ月前までに解約の申し出が無い場合には、受験終了まで本契約は自動延長するものとする。
第４条（入会金）
入会金は、第１５条のクーリングオフによる解約の場合を除き、理由の如何を問わず、返還を求めることが出来ない。
ただし、休会・退会後に生徒本人が再度当会の家庭教師による指導を受ける場合、または、生徒本人の兄弟姉妹が当会に入会する場合には、入会金を免除するものとする。

第５条（役務提供対価の支払い）

（1） 毎授業後、担当講師が乙に提出する「指導時間計算書」の確認欄に乙が押印されることにより、指導料金の発生が確定するものとし、甲は、乙に対し、１時間当たりの指導料金に指導時間数（講師による学習相談時間含む）を乗じた額を指導翌月７日前後に郵送にて請求するものとする。

（2） 乙は、請求書記載の支払期日までに、甲指定の銀行口座へ振込送金の方法により支払うものとする。
支払いにかかる費用（振込手数料）は、乙が負担するものとする。

（3） 乙が月度料金の支払いを怠るときは、甲は本サービスの提供を停止することができる。
ただし、その場合も、乙は、その支払い義務を免れるものではない。

（4） 「指導時間計算書」に不明点・不都合がある場合には、乙は、確認欄に押印せずに、甲へ連絡しなければならない。

（5） 契約上の所定指導回数を超えた追加指導分が生じた場合は、当該指導月の指導料金と加算して請求するものとし、契約上の所定指導回数に不足が生じた場合は、不足分を翌月に繰り越して対応するものとする。但し、繰越は１ヶ月に限定され、繰越期間が２ヶ月目となった場合は、その不足分の指導は消滅するものとする。
第６条（教材）

市販されている教材を使用する必要がある場合には、あらかじめ甲が選択し、乙の同意を得て購入するものとし、家庭教師用と生徒用の費用実費を、甲が負担するものとする。

第７条（派遣教師の交通費）

派遣家庭教師の交通費については、甲の営業所を起点とした公共交通機関の実費を乙が負担するものとする。但し、派遣家庭教師が徒歩もしくは自転車で通勤する場合は、交通費の請求は無いものとする。

第８条（派遣教師の人選および交代）

甲は乙の希望に基づき家庭教師の人選を行うものとする。但し、同一の家庭教師による長期継続的指導を確約するものではない。

乙は、担当家庭教師の変更を希望するときは、甲に変更の申し出を行うことが出来るものとする。

甲は乙及び生徒と相談の上、担当家庭教師の変更を行うものとする。但し、家庭教師の事情により乙の希望に沿えない場合は、甲がその旨を乙に通知するものとする。

第９条（サービス提供の範囲）

甲が提供するサービスの範囲は第２条に記載する役務提供内容の範囲に限定するものとする。

第１０条（指導日時の変更と指導回数）

乙の都合による指導日時の中止・変更は、指導日の前日２１時までに乙が直接担当講師に直接連絡することとし、連絡なく指導が中止になった場合は、指導の有無に関わらず指導料金が発生するものとする。

担当講師の都合による場合には、代替の担当講師によりサービスを提供、もしくは、担当講師により無償で振替指導を行うものとする。

第１１条（通知義務）

乙が担当家庭教師の勤務態度もしくは指導内容に疑義があるときは、速やかにその内容を甲に通知するものとする。また、乙が旅行等の理由で指導を休むことを希望するときは、その３日以前に甲へ通知するものとする。

乙が住所、電話番号等に変更が生じるときは、その変更内容を遅滞無く甲へ通知するものとする。

第１２条（著作権等）

甲が提供する指導ノウハウや学習教材については、著作権法上の第１８条から第２８条までの著作権者としての全ての権利が甲に存することを確認し、乙はその権利侵害をしないことを誓約する。

第１３条（秘密保持および個人情報保護）

甲および乙は、本契約により知り得た相手方の秘密を、本契約に定める目的以外に第三者に漏洩し、利用してはならないものとする。これは本契約終了後も同様とする。
　甲は乙の個人情報については厳重に管理し、これを外部に漏洩してはならない。

第１４条（権利の質入及び譲渡）

乙は、本契約において保有する権利および義務の全部または一部を、甲の書面による事前の承諾なく第三者に譲渡及び質入することができない。

第１５条（クーリングオフ）
　契約者（乙）は契約書を受け取った日から８日間は、契約解除の意思を甲に対して書面で発送することにより、本契約の解除ができる。この場合には、解約損料等の契約者（乙）の負担は無い。
　また、甲の責によりクーリングオフ妨害があった場合は、乙の誤認や困惑が解消するまで、契約解除の期間が延長される。この場合は、経済産業省令で定められた契約が解除できる旨を記載した書面を、甲が発行して乙が受領した日から８日間は、契約解除ができる。

商品の引渡しがすでにされているときは、その引取りに要する費用は甲の負担とする。 

クーリングオフによる契約の解除は、乙が契約を解除する旨を記載した書面を、甲宛てに発信した時に、その効力が発生するものとする。
第１６条（中途解約および休止）
　第１５条に定める期間を経過した場合でも、乙は書面により甲に申し出をすることにより本契約を中途解約または休止することが出来るものとする。解約の場合には、乙は商品および役務の提供実施済分の金額と解約損料を加算した金額の負担をするものとする。
第１７条（中途解約の清算）
　乙が第１６条により契約を解除した場合は、甲はすでに受領した金額のうち、下記算式によって計算された精算金を、契約解除の日から１ヶ月以内に乙指定の銀行口座に送金して返還するものとする。但し、精算金がマイナスとなる場合は、乙は甲に対しその不足分を支払うものとする。
｛算式｝
　精算金　＝　支払い総額　－　（１回あたりの指導料×利用回数）　－　解約損料　
　　　　　　　－　提供教材の料金　－　振込手数料
※解約損料については次のとおりとする。

（1） 指導開始前の場合は、２０，０００円（通常要する費用の額）とする。

（2） 始動開始後の場合は、５０，０００円、もしくは当該提供役務における１ヵ月分の指導料のいずれか低い金額。

　契約期間が満了し、甲のサービス提供義務も終えた以後については、指導料などの乙の支払い総額につき、乙は甲に対し返還請求はできないものとする。

第１８条（本サービスの効果）
　指導の効果については個人差があり、本サービスはその効果を確約する性質ではないことを乙は承諾するものとする。

役務提供者（甲）　株式会社●●●●

　　　　　　　　　　　　〒XXX-XXXX 東京都●●区●●町●－●－●　●●ビル●F
　　　　　　　　　　　　代表者　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　（印）

　　　　　　　　　　　　担当者　　

契約の概要に関する上記記載の内容について説明を受け、本書面の写しを確かに受領しました。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お客様（乙）ご署名　　　　　　　　　　　　（印）
※　体験授業終了後、ご入会の際にこの【当社保存用】のみ、ご郵送下さい。


※　指導コースが同じ場合は複数の講師について本契約書は有効です。








※　体験授業終了後、ご入会の際に【当社保存用】のみ、ご郵送下さい。


※　指導コースが同じ場合は複数の講師について本契約書は有効です。











